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株主各位

(証券コード5610)
2024年３月11日

株 主 各 位
広島市安佐北区可部一丁目21番23号

代表取締役社長 田 中 宏 典

【当社ウェブサイト】
https://www.daiwajuko.co.jp

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/5610/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第140回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第140回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会に関する情報について電子提供措置をとっており、インタ
ーネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスの
上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「会社案内」「ＩＲ情報」「株主総会資料」
を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「大和重工」又
は「コード」に当社証券コード「5610」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を
順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認くださ
い。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書
類」をご検討くださいまして、同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご押印の
上、ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2024年３月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 広島市安佐北区可部一丁目21番23号

当社集会室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 第140期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）事業報告の内容及び計

算書類の内容報告の件
決議事項
第１号議案 監査役２名選任の件
第２号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

記

議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」
(33頁から34頁まで）に記載のとおりであります。

（お　願　い）
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　電子提供措置事項（議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類を除く。）に修正が生じた場合は、上記インター
ネット上の当社ウェブサイト、株主総会資料　掲載ウェブサイトおよび東京証券取引所ウェブサイトにその旨、修
正前の事項および修正後の事項を掲載させていただきます。
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事業の状況

事　 業　 報　 告
（2023年１月１日から2023年12月31日まで）

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが５
類へと移行されたことにより、社会経済活動の正常化が進み、景気の持ち直しの動きが見受け
られました。一方で、継続して不安定な国際情勢や原材料・エネルギー価格の高騰、中国経済
の減速、深刻な人手不足など景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。
　このような状況のもと、当社は利益の確保のため、生産性の向上や経費の削減に取り組むと
ともに受注・売上の拡大に努めてまいりました。
　この結果、当事業年度の業績は、売上高は43億82百万円(前年同期比13.4％増)、営業損失
は29百万円(前年同期は営業損失61百万円)、経常利益は１億３百万円(前年同期比64.1％
増)、当期純利益は66百万円(前年同期比6.4％減)となりました。

　事業別の概況は以下のとおりであります。

（産業機械関連事業）
　日本工作機械工業会による工作機械主要統計では2023年１月から12月までの工作機械の受
注累計額は１兆4,865億19百万円と、前年同期に比べ15.5％の減少となっております。
　このような中、大型鋳物を得意とする当社の工作機械鋳物部品の同期間における受注高は、
新型コロナウイルス感染症対策の規制緩和により、経済活動が正常化していく中で、企業の設
備投資も回復傾向が続いたことや中国のEV関連の設備投資が継続していたことから工作機械
メーカーからの受注が増加し、受注高は前年同期比7.4％増の13億84百万円となりました。
　ディーゼルエンジン部品の分野は、将来の環境規制強化をにらみ新燃料のコンテナ船やバル
カーなどの新造船発注が進んだことから、舶用エンジンメーカーからの受注が増加しました。
この結果、受注高は前年同期比43.9％増の５億１百万円となりました。
　産業機械部品の分野は、設計から鋳造・加工・組立・据え付けまでの一貫生産体制が強みで
ある定盤の受注が、活発な設備投資が継続していることと過去の納入実績から信頼を得て受注
するケースも増加してきていることから、受注高は前年同期比167.2％増の２億26百万円と
なりました。
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事業の状況

吉田工場 生地処理バリ取り装置先端部品グラインダー更新 7百万円

　この結果、当セグメントの受注高は26億１百万円（前年同期比20.7％増）、売上高は25億
66百万円（前年同期比27.1％増）となりました。

（住宅機器関連事業）
　住宅機器関連分野では、新型コロナウイルス感染症対策の規制緩和により、外出を伴う消費
機会が増加することで、コロナ禍で一時的に高まった住宅リフォーム需要が減少したことや新
設住宅着工戸数の減少により「鋳物ホーロー浴槽」の販売は減少しましたが、インバウンド需
要の高まりからホテル・旅館などの宿泊施設の新設・改修案件が増加し、「五右衛門風呂」や
「やまと風呂」の販売は増加いたしました。
　この結果、当セグメントの売上高は18億15百万円（前年同期比1.7％減）となりました。

②　設備投資の状況
　当事業年度において実施した設備投資の総額は46百万円であり、その主なものは次のとお
りであります。

③　資金調達の状況
　当事業年度は増資、社債発行による資金調達はありません。
　なお、運転資金として１億円、金融機関より借入金の調達を実施しました。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、対処すべき課題

区 分 第137期
(2020年12月期)

第138期
(2021年12月期)

第139期
(2022年12月期)

第140期
(当事業年度)

(2023年12月期)
売 上 高(千円) 3,179,206 3,053,332 3,865,607 4,382,119
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(千円) △184,578 △202,883 63,099 103,577

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )(千円) △360,667 △204,038 70,782 66,227

１株当たり当期純利益
又 は 当 期 純 損 失 ( △ ) (円) △267.78 △154.98 53.77 50.31

総 資 産(千円) 5,735,925 5,746,024 5,971,418 6,435,653

純 資 産(千円) 2,669,247 2,436,342 2,496,630 2,821,320

１株当たり純資産額 (円) 2,027.49 1,850.61 1,896.41 2,143.04

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第139期の期首から適
用しており、第139期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっておりま
す。

⑶　対処すべき課題
　今後の経済情勢は、自然災害によるリスクのほか、地政学リスクの高まりや中国経済の減速な
どから景気の下振れリスクが懸念され、当社を取り巻く事業環境は予断を許さない状況が続くも
のと予想されます。
　このような情勢のもと、当社といたしましては、企業の社会的責任を果たすべく、リスク管理
やコンプライアンスを徹底し、市場の変化と顧客のニーズに対応した積極的な営業展開を図り、
原価低減活動をさらに推進し、たゆまぬ技術開発と生産体制の整備充実を図ってまいりたいと考
えております。また、内部統制の行き届いた管理体制を構築し、安全と品質のルール遵守と安全
品質管理体制の向上に努め、顧客に満足いただける製品を提供することをめざしていく所存であ
ります。具体的には次のような施策に取組んでおります。

①　製品の販売増大及び販売体制の強化
　産業機械関連事業においては、当社の強みである一貫生産体制を活かした高付加価値製品で
ある定盤の拡販を重点施策として取組んでおります。
　住宅機器関連事業においては、高付加価値の自社製品である「鋳物ホーロー浴槽」と「五右
衛門風呂・羽釜風呂」、こだわりの浴槽である「やまと風呂」（わのゆ、陶器風呂、木風呂）、
防災製品の「移動かまど」の拡販を重点施策としており、鋳物ホーロー浴槽については、新機
種の開発にも積極的に取組んでおります。インバウンド需要の高まりから宿泊施設の新設・改
修が増加していることから、販売体制の強化を図ってまいります。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、対処すべき課題

② 　生産管理の徹底、強化
　顧客のニーズに的確に対応できる営業活動の推進及び製品競争力の強化のため、各工場にお
いて小集団活動に継続的に取組み、生産性向上によるリードタイム短縮や徹底したコスト削減
を図っております。
　本社工場では、当社の得意とする大型鋳物部品の主力受注先である工作機械やディーゼルエ
ンジン分野に加え、その他産業機械関連分野からの要請にも柔軟に対応できる体制を整えてお
ります。
③ 　優秀な人財の確保・育成
　当社は、中長期的な経営戦略の遂行及び対処すべき課題への取組みに際して、変化に対
応し企業価値を向上させることのできる優秀な人財の確保・育成が必須であると考えており
ます。意欲のある経験値の高い人財を確保するとともに、持続的な成長を支える人財の育
成にも注力してまいります。

－ 6 －



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

参
考
書
類

2024/02/27 17:07:28 / 23063303_大和重工株式会社_招集通知_電子提供措置用

主要な事業区分、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況

事 業 区 分 主 要 製 品

産 業 機 械 関 連
工作機械周辺機器及び機械鋳物部品、
ディーゼルエンジン鋳物部品、機械加工、定盤、その他製造・販売

住 宅 機 器 関 連
鋳物ホーロー浴槽、五右衛門風呂、アウトドア製品、防災製品、
平釜／羽釜／揚釜、その他住宅関連機器の製造・販売

⑷　主要な事業区分（2023年12月31日現在）

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 広 島 市 安 佐 北 区 福 岡 営 業 所 福 岡 市 博 多 区

東 京 営 業 所 東 京 都 文 京 区 本 社 工 場 広 島 市 安 佐 北 区

大 阪 営 業 所 大 阪 市 淀 川 区 吉 田 工 場 広 島 県 安 芸 高 田 市

広 島 営 業 所 広 島 市 安 佐 北 区

⑸　主要な営業所及び工場（2023年12月31日現在）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

158（16）名 △4（3）名 44.00歳 21.11年

⑹　使用人の状況（2023年12月31日現在）

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 広 島 銀 行 600百万円

株 式 会 社 も み じ 銀 行 450百万円

⑺　主要な借入先の状況（2023年12月31日現在）
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 4,000,000株
②　発行済株式の総数 1,358,000株
③　株主数 1,645名

株　　　　　　　主　　　　　　　名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

広 島 運 輸 株 式 会 社 241,200 18.32

有 限 会 社 テ ィ ー ワ ン 85,504 6.49

田 中 宏 典 80,420 6.10

オ ー ク マ 株 式 会 社 65,000 4.93

株 式 会 社 広 島 銀 行 64,900 4.92

広 島 ガ ス 株 式 会 社 62,500 4.74

株 式 会 社 も み じ 銀 行 62,000 4.70

タ カ ラ ス タ ン ダ ー ド 株 式 会 社 60,000 4.55

広 島 信 用 金 庫 36,400 2.76

田 中 節 子 32,000 2.43

２．株式の状況（2023年12月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を41,494株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 田 中 保 昭 広島運輸株式会社　代表取締役社長
株式会社バスストップ　代表取締役社長

代 表 取 締 役 社 長 田 中 宏 典 広島運輸株式会社　取締役副社長
株式会社バスストップ　取締役

常 務 取 締 役 大 津 雅 明 企画管理本部長
株式会社バスストップ　取締役

取 締 役 間 柴 　 進 製造統括本部　本社工場長

取 締 役 髙 田 　 命 事業統括本部長兼住宅機器事業部長
株式会社バスストップ　監査役

取 締 役 藏 田 　 修
西川ゴム工業株式会社　取締役
（監査等委員）
広島総合公認会計士共同事務所　代表
広島総合税理士法人　代表社員

取 締 役 黒 川 康 治
常 勤 監 査 役 若 宮 千 秋
監 査 役 藤 本 克 彦 広島運輸株式会社　取締役
監 査 役 渡 邉 直 樹 上八丁堀法律事務所　所属弁護士

４．会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2023年12月31日現在）

（注）１. 代表取締役会長田中保昭氏は、2024年１月20日に逝去により退任いたしました。
２. 取締役藏田　修氏及び取締役黒川康治氏は、社外取締役であります。
３. 監査役藤本克彦氏及び監査役渡邉直樹氏は、社外監査役であります。
４. 当社は、取締役藏田　修氏並びに取締役黒川康治氏、監査役渡邉直樹氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として届け出ております。

５. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おります。当該保険契約の被保険者は取締役及び監査役であります。当該保険契約は、被保険者が、
その業務執行に関連して損害賠償請求を受けた場合において法律上負担すべき損害賠償金及び防御費
用の支払を塡補するものであります。なお、保険料は株主代表訴訟に係る特約部分に関する保険料を
除き、当社が負担しております。
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会社役員の状況

区 分 員 数 報 酬 等 の 額
取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

7名
（2）

79,172千円
（8,392）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
（2）

13,674
（6,780）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

10
（4）

92,846
（15,172）

②　取締役及び監査役の報酬等
イ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針
　各取締役の個人別報酬等の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本
方針とし、基本報酬（固定報酬）、賞与、退職慰労金で構成しております。
　各取締役の基本報酬については、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて当
社の業績、業績への貢献度、従業員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案して決定して
おります。賞与については、具体的な業績指標を基礎として算定される業績連動報酬は採用
しておりませんが、当社の業績や当社への貢献度等を総合的に勘案して、支給の可否、支給
時期及び支給額について決定するものとしております。退職慰労金については、株主総会の
決議により退任後に支給するものとし、具体的金額については、役位別基本報酬に役位別在
任年数を乗じた金額の合計に在任中の功績などを勘案して相当額の範囲内で算定しておりま
す。
　各取締役の報酬額については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、取締
役会の決議により決定しており、本方針に沿うものであると判断しております。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役の報酬限度額は、2006年３月30日開催の第122回定時株主総会において月額15,000千円以
内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は、７名（うち社外取締役２名）です。

３. 監査役の報酬限度額は、2006年３月30日開催の第122回定時株主総会において月額5,000千円以内
と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名（うち社外監査役２名）
です。

４. 上記の報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額5,150千円（取締役７名分
4,700千円（うち社外取締役２名分1,000千円）、監査役３名分450千円（うち社外監査役２名分
300千円））が含まれております。
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会社役員の状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 藏 田 　 修
　当事業年度に開催された取締役会６回の全てに出席し、主に
公認会計士及び税理士としての専門的見地から、助言・提言を
適宜行っております。

取 締 役 黒 川 康 治
　当事業年度に開催された取締役会６回の全てに出席し、会社
業務における豊富な経験と高い見識に基づき、助言・提言を適
宜行っております。

監 査 役 藤 本 克 彦

　当事業年度に開催された取締役会６回のうち５回に出席し、
また当事業年度に開催された監査役会11回の全てに出席し、会
社業務における豊富な経験と高い見識に基づき、助言・提言を
適宜行っております。

監 査 役 渡 邉 直 樹
　当事業年度に開催された取締役会６回の全てに出席し、また
当事業年度に開催された監査役会11回の全てに出席し、弁護士
としての専門的見地から、助言・提言を適宜行っております。

ハ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役藏田　修氏は、西川ゴム工業株式会社　取締役（監査等委員）並びに広島総合公
認会計士共同事務所　代表、広島総合税理士法人　代表社員を兼務しております。
　なお、当社は同氏の各兼職先と特別の関係はありません。
・監査役藤本克彦氏は、広島運輸株式会社　取締役を兼務しております。
　なお、当社は同社と重要な資本的関係及び取引関係等特別の関係はありません。
・監査役渡邉直樹氏は、上八丁堀法律事務所　所属弁護士を兼務しております。
　なお、当社は同法律事務所と特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

（注）当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間で、同法第423条第１
項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額としております。

－ 11 －



2024/02/27 17:07:28 / 23063303_大和重工株式会社_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,000千円

・会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14,000千円

５．会計監査人の状況
①　名称　晄和監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨
と解任理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制

６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は全体を統括する組織として「コンプライアンス委員会」を設置し、全役職員に「コン
プライアンス規程」「行動規範」を浸透させるための啓蒙・教育・監督を行う。

② 取締役及び使用人の行為に法令、定款、社内規程等に違反する行為がある場合、または、そ
の恐れがある場合、その旨を会社に通報できる窓口として「コンプライアンス委員会事務
局」を設け、違反行為の早期発見と防止につなげる。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は「文書記録管理規程」等の社内規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報及び各種
会議体の議事録を作成し適切な保存及び管理を行う。取締役及び監査役はこれらの保存文書を
常時閲覧できる体制をとる。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 「リスク管理規程」に則り、全社的に影響を及ぼす可能性のあるリスク管理は管理部が行

い、各部門の所管業務に付随するリスクに関する管理は当該部門が行う。
② 万一、緊急事態が発生した場合は、社長を委員長とする「リスク管理委員会」を招集し、迅
速な対応を行うことにより損失を最小限に止めるものとする。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は原則毎月１回開催しているほか、必要に応じ随時開催もしている。
毎月開催の経営会議により事前審議を実施し、重要事項に関する意思決定を迅速、的確に行
うとともに、取締役の職務の執行が効率的に行われる体制とする。

② 取締役及び幹部社員が出席する全部門長会議を毎月開催し、経営計画に対する遂行状況をレ
ビューする。

⑸ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社は子会社１社を有し、「経営理念」「行動規範」は子会社にも適用されるものであり子
会社へも浸透させるための啓蒙・教育・監督を行う。

② 子会社の業務の適正を確保するため、子会社の業務執行は当社取締役会に報告させ、重要事
項の決定は当社の取締役会が行う。
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業務の適正を確保するための体制

③ 当社の「リスク管理規程」に基づき、子会社はリスク発生の防止、発見等に努める。
子会社は、損失の危険を把握した場合には、速やかに当社の「リスク管理委員会」に報告を
行う。

④ 子会社の業務の適正を確保するために、当社監査役及び内部監査室による監査を定期的に行
う。

⑤ 当社の「コンプライアンス規程」に基づき子会社は、コンプライアンスの推進及び徹底を行
う。

⑹ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項
① 内部監査室が監査役の職務を補助する。なお、監査役がその職務を補助すべき使用人を求め
た場合、監査役の要望を尊重し、専任の使用人を置く。

② 当該使用人の評価・人事異動は監査役会の同意のうえで行うものとし、取締役からの独立性
を確保する体制を整える。

③ 当該使用人は、監査役から命じられた職務に関しては、取締役及び当該使用人の属する組織
等の者の指揮命令は受けないものとする。

⑺ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び
当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
① 監査役は重要な意思決定の過程及び業務の執行の状況を把握するため、取締役会及び経営会
議等の重要な会議に出席するとともに、必要に応じて稟議書等の業務執行に関する重要な文
書を閲覧し、取締役及び使用人にその説明を求める。

② 事情により監査役が会議に欠席した場合には、欠席した監査役に議事録を提出するものとす
る。

③ 監査役会は社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を行うこととしている。
④ 適正な目的に基づき監査役に報告した当社の取締役及び使用人は、同報告を理由として不当
な取扱いを受けない。
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業務の適正を確保するための体制

⑻ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役が、その職務の執行について生ずる費用または償還の請求をしたときは、当該監査役
の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理す
る。

⑼ その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役は、監査役と代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通及び効果
的な監査業務の遂行を図れる体制を整備する。

② 取締役及び使用人は、監査役監査に対する理解を深め、監査役のヒアリング等の要請に協力
し、監査役監査の実効性を確保する。

③ 取締役は、監査役の求めがあるときは、監査役が職務執行上、弁護士・公認会計士・税理士
などの外部専門家との連携を図れる環境を整備する。

⑽ 当該体制の運用状況の概要
　当社は、上記業務の適正を確保するための体制の整備とその適切な運用に努めております。
取締役会においては、経営上の様々なリスクの対応策について検討を行い、必要に応じて社内
の諸規程及び業務の見直しを実施しており、内部統制システムの実効性を向上させています。
　一方、常勤監査役は、取締役会及び経営会議等の重要な会議に出席するとともに、取締役及
び使用人から業務の執行について聴取することで、業務執行の状況やコンプライアンスに関す
るリスクを監視できる体制を整備しています。
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貸借対照表

貸　借　対　照　表 （2023年12月31日現在） （単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　  産 　  の 　  部 ） （ 負 　  債 　  の 　  部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 収 益
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
投 資 不 動 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

3,593,983
1,254,919
139,492
237,071
956,034
607,974
96,792
297,995
2,667
10
36
988

2,841,669
961,942
416,563
48,252
123,397
4,747
27,065
341,282

633
2,640
1,396
1,243

1,877,087
1,649,345

7,500
148,110
77,281
△5,150　

流 動 負 債 2,668,225
支 払 手 形 578,497
買 掛 金 213,916
短 期 借 入 金 1,600,000
未 払 金 92,840
未 払 費 用 23,104
未 払 法 人 税 等 17,132
契 約 負 債 2,568
前 受 収 益 3,767
預 り 金 24,513
賞 与 引 当 金 18,000
設 備 関 係 支 払 手 形 19,336
そ の 他 74,548

固 定 負 債 946,107
繰 延 税 金 負 債 229,257
退 職 給 付 引 当 金 566,031
役員退職慰労引当金 72,562
資 産 除 去 債 務 18,970
そ の 他 59,285

負 債 合 計 3,614,332
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
株 主 資 本 2,205,245

資 本 金 651,000
資 本 剰 余 金 154,373
資 本 準 備 金 154,373

利 益 剰 余 金 1,434,618
利 益 準 備 金 126,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,308,618
別 途 積 立 金 1,610,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △301,381

自 己 株 式 △34,746
評 価 ・ 換 算 差 額 等 616,075

その他有価証券評価差額金 616,075
純 資 産 合 計 2,821,320

資 産 合 計 6,435,653 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,435,653
（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示をしております。

－ 16 －



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

参
考
書
類

2024/02/27 17:07:28 / 23063303_大和重工株式会社_招集通知_電子提供措置用

損益計算書

損　益　計　算　書 （2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,382,119
売 上 原 価 3,635,839

売 上 総 利 益 746,279
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 775,784

営 業 損 失 29,504
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 52,898

受 取 地 代 家 賃 112,185

そ の 他 6,487 171,572

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13,215

賃 貸 等 不 動 産 関 係 費 23,518

そ の 他 1,756 38,490

経 常 利 益 103,577
特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益 4,172 4,172

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 5,924 5,924

税 引 前 当 期 純 利 益 101,825
法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 22,933

法 人 税 等 調 整 額 12,664 35,597

当 期 純 利 益 66,227

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示をしております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 （2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

2023年１月１日　期首残高 651,000 154,373 154,373 126,000 1,610,000 △367,609 1,368,390

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 66,227 66,227
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 66,227 66,227

2023年12月31日　期末残高 651,000 154,373 154,373 126,000 1,610,000 △301,381 1,434,618

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2023年１月１日　期首残高 △34,746 2,139,018 357,611 357,611 2,496,630

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 66,227 66,227
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

258,463 258,463 258,463

事業年度中の変動額合計 － 66,227 258,463 258,463 324,690

2023年12月31日　期末残高 △34,746 2,205,245 616,075 616,075 2,821,320

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示をしております。
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個別注記表

・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法

建物 ３～65年
機械及び装置 ９年

個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　関係会社株式 総平均法による原価法
②　その他有価証券

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品・製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
・原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法によっております。
（投資不動産を含む） ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について
は、３年間均等償却をしております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産
・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。
⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち、
当事業年度対応額を見積って計上しております。
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個別注記表

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している
と認められる額を計上しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数（14年）による定額法により翌事業年度から費用
処理することとしております。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における履行義務の内容および当該履行義務を充
足する通常の時点（収益を認識する時点）は以下のとおりであります。
①　産業機械関連事業
　産業機械関連事業では、工作機械鋳物部品、周辺機器、産業機械鋳物部品及びディーゼルエンジン鋳物
部品の製造・加工・販売などを行っております。製品の販売については原則として、製品の引渡時点にお
いて支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、引渡時点で収益を認識してお
りますが、据付作業を伴う製品など顧客の検収に一定の期間を要する一部製品の販売については、検収時
点で収益を認識しております。なお、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通
常の期間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。

②　住宅機器関連事業
　住宅機器関連事業では、鋳物ホーロー浴槽、マンホール鉄ふた、景観製品、木製建具、その他の日用品
鋳物などの製造販売を行っております。製品及び商品の販売については製品及び商品の引渡時点において
支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から当該製品及び商品の支配
が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であることから出荷時点で収益を認識しております。

　これらの事業の取引価格は、顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で算定
しております。また、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含
まれておりません。

２．表示方法の変更に関する注記
　　損益計算書
　　　　前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取地代家賃」及び営業外
　　　費用の「その他」に含めていた「賃貸等不動産関係費」は、損益計算書の開示の明瞭性を高
　　　める観点から、当事業年度より独立掲記することといたしました。
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当事業年度
繰延税金資産 12,232千円
（繰延税金負債と相殺前）

（工場財団）
建物 351,512千円
機械及び装置 123,397千円
土地 11,864千円
計 486,774千円

（その他）
建物 25,436千円
土地 12,564千円
投資不動産 92,730千円
計 130,732千円

短期借入金 1,500,000千円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 7,392,363千円
投資不動産の減価償却累計額 184,233千円

短期金銭債務 508千円

3．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対し、回収可能と見込まれる金額につい
て繰延税金資産を計上しております。
　将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎に見積もっておりますが、事業計画の策定においては販売
単価、販売数量、原材料価格及び電力料などについて一定の仮定を用いております。これらの仮定につい
ては、将来の不確実な経済条件の変動の影響を受ける可能性があり、将来の課税所得が見積りと異なった
場合、翌事業年度の計算書類において繰延税金資産や法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性
があります。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

⑶　関係会社に対する金銭債務
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個別注記表

受取手形 21,451千円
電子記録債権 4,127千円
支払手形 8,689千円

営業取引以外による取引高 607千円

収益性の低下による簿価切下げ額（売上原価） 2,927千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末の株式数
（株）

普 通 株 式 1,358,000 － － 1,358,000

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末の株式数
（株）

普 通 株 式 41,494 － － 41,494

⑷　その他の注記
　当期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
したがって、当期末日は金融機関の休業日に該当するため、期末日満期手形及び電子記録債権が次のとおり
含まれております。

５．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

⑵　通常の販売目的で保有する棚卸資産

６．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

⑵　自己株式の数に関する事項

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等
該当事項はありません。

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
該当事項はありません。
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７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
　資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については設備投資計画に照らして、
必要な資金を主に銀行借入により調達しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有
価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、また、未払金はそのほとんどが４ヵ月以内の支払期日でありま
す。短期借入金は運転資金に係る資金調達であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、販売管理規程に従い、管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。

ロ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取
引先企業との関係を勘案して、保有状況を継続的に見直しております。

ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性を売上高の２ヵ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。
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貸借対照表計上額 時　価 差　額

投資有価証券 1,647,516 1,647,516 －

資産計 1,647,516 1,647,516 －

区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計

投資有価証券
その他有価証券

　株式 1,647,516 － － 1,647,516

資産計 1,647,516 － － 1,647,516

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額　9,431千円）は、「投資有価証券」には含めており
ません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、未収入金、支払手
形、買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等、設備関係支払手形は短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：千円)

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：千円)
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貸借対照表計上額
当事業年度末の時価

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高
154,869 △6,758 148,110 1,657,009

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社では、広島県内において賃貸収益を得ることを目的として、土地や建物を所有しております。2023
年12月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、86,769千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用
は営業外費用に計上）であります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
　当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

(単位：千円)

（注）１. 貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 当事業年度増減額は主に減価償却費による減少額であります。
３. 当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金
額であります。その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価額を反映していると考えられ
る指標に基づく価額等を時価としております。

４. 上記の貸借対照表計上額には、構築物・器具及び備品は含まれておりません。

－ 25 －



2024/02/27 17:07:28 / 23063303_大和重工株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

①　退職給付債務 △797,470千円
②　年金資産 209,492千円
③　未積立退職給付債務（①＋②） △587,977千円
④　未認識数理計算上の差異 21,945千円
⑤　未認識過去勤務費用 －千円
⑥　貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤） △566,031千円
⑦　前払年金費用 －千円
⑧　退職給付引当金（⑥－⑦） △566,031千円

①　勤務費用 34,725千円
②　利息費用 7,607千円
③　期待運用収益 △1,938千円
④　数理計算上の差異の費用処理額 7,377千円
⑤　過去勤務費用の費用処理額 －千円
⑥　退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 47,771千円

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
②　割引率 1.0％
③　期待運用収益率 1.0％
④　過去勤務費用の額の処理年数 －
⑤　数理計算上の差異の処理年数 14年（発生時における従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。）

９．退職給付引当金に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要
　退職金制度の30％相当額について、確定給付企業年金制度を採用し、残額については退職一時金を充当
しております。

⑵　退職給付債務に関する事項

⑶　退職給付費用に関する事項

⑷　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

－ 26 －
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個別注記表

（繰延税金資産）
退職給付引当金 172,413千円
役員退職慰労引当金 22,102千円
投資有価証券評価損 29,072千円
賞与引当金 5,482千円
繰越欠損金 74,149千円
その他 30,173千円
繰延税金資産小計 333,393千円
評価性引当金額 △321,161千円
繰延税金資産合計 12,232千円
（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △241,489千円
繰延税金負債合計 △241,489千円
繰延税金負債純額 △229,257千円

産業機械関連事業 住宅機器関連事業 合　　計
売上高
工作機械部品 2,017,134 － 2,017,134
ディーゼルエンジン部品 450,022 － 450,022
産業機械部品 90,871 － 90,871
鋳物ホーロー浴槽 － 1,086,133 1,086,133
やまと風呂 － 179,170 179,170
その他 8,627 550,159 558,787
顧客との契約から生じる収益 2,566,656 1,815,462 4,382,119
外部顧客への売上高 2,566,656 1,815,462 4,382,119

10．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

11．関連当事者との取引に関する注記
　取引金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

12．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

－ 27 －
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個別注記表

当事業年度期首残高 当事業年度期末残高

顧客との契約から生じた債権 1,344,545 1,332,597

契約負債 8,100 2,568

⑴　１株当たり純資産額 2,143円04銭
⑵　１株当たり当期純利益 50円31銭

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表１．重要な会計方針に係
る事項　⑷収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

⑶　当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約負債の残高等

(単位：千円)

（注）契約負債は、主に顧客からの前受金に関するものであります。
契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社では、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引はないため、残存履行義務に係る開示を省略
しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり
ません。

13．１株当たり情報に関する注記

14．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 28 －
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会計監査人の監査報告

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 栗 栖 正 紀
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 日 浦 祐 介

独立監査人の監査報告書
2024年２月21日

大和重工株式会社
取締役会　御中

晄和監査法人
広島事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大和重工株式会社の2023年１月１日から
2023年12月31日までの第140期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告
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会計監査人の監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年１月１日から2023年12月31日までの第140期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人晄和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年２月22日
大 和 重 工 株 式 会 社 　 監 査 役 会
常勤監査役 若 宮 　 千 秋 ㊞
社外監査役 藤 本 　 克 彦 ㊞
社外監査役 渡 邉 　 直 樹 ㊞ 　

以　上
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監査役選任議案、退任取締役に対し退職慰労金贈呈議案

大 和 重 工 株 式 会 社
代表取締役社長 田 中 宏 典

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

わか

若
 

　
 

　
 

 
みや

宮
 

　
 

　
 

 
ち

千
 

　
 

　
 

 
あき

秋
(1950年12月11日生)

    1973年    4 月 当社入社
    2006年    12月 住宅機器統括本部次長兼住機営業部長
    2008年    5 月 住宅機器統括本部吉田工場長
    2010年    4 月 執行役員資材部長
    2011年    3 月 当社取締役就任

2022年    3 月 当社監査役就任（現）

1,800 株

わた

渡
 

　
 

　
 

 
なべ

邉
 

　
 

　
 

 
なお

直
 

　
 

　
 

 
き

樹
(1974年12月４日生)

2001年10月 弁護士登録
　　　　　　　広島弁護士会入会
　　　　　　　加藤・久保法律事務所（現　上八丁堀法律事務

所）入所（現）
2021年    3 月 当社社外監査役就任（現）

－ 株

議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者

２．議案及び参考事項
第１号議案　監査役２名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役　若宮千秋氏、同　渡邉直樹氏は任期満了となりますので、監
査役２名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 渡邉直樹氏は社外監査役候補者であります。
3. 社外監査役候補者とした理由及び当社社外監査役としての在任期間は、以下のとおりであります。

渡邉直樹氏につきましては、弁護士としての企業法務等に関する豊富な専門的知見を有しており、当
社における監査に活かしていただけるものと判断しております。
なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありません
が、上記の理由により、社外監査役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。
また、同氏の当社社外監査役としての在任期間は本総会終結の時をもって３年であります。

－ 33 －
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監査役選任議案、退任取締役に対し退職慰労金贈呈議案

4. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害を当該保険契約に
より塡補することにしております。各候補者が監査役に再任された場合には、当該保険契約の被保険
者となります。また、当該保険契約は次回更新時には同内容での更新を予定しております。

５. 当社は、渡邉直樹氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており、同氏が再任さ
れた場合、当社は同氏との当該契約を継続する予定であります。

６. 当社は、渡邉直樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏が再任
された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

氏 名 略 歴

田　　　　中　　　　保　　　　昭

    1977年    3 月 当社取締役
    1983年    3 月 当社代表取締役社長
    2019年    3 月 当社代表取締役会長
    2024年    1 月 逝去により取締役退任

第２号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　2024年1月20日に逝去により取締役を退任されました田中保昭氏に対し在任中の功労に報いる
ため、当社の定める一定の基準に従い、相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することといた
したく存じます。
　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。
　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

以　上
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地図

株主総会会場ご案内図

会場　広島市安佐北区可部一丁目21番23号
大和重工株式会社　集会室
ＴＥＬ（082）814－2101

加計 R191

三
次

広
島

旧
国
道

R
183

R
54
安佐北区役所

文

可
部
バ
イ
パ
ス

可
部
駅
前

安佐北消防署

大和重工㈱

可
部
駅

交通機関
・電車　ＪＲ広島駅又は横川駅から可部線可部駅下車、徒歩３分
・バス　広島駅又は広島バスセンターから「大林・吉田」行及び

「勝木・飯室」行に乗車、可部駅前下車（当社前）


